
 
 
 

 

 

 

㈱BizPlatform（本社：埼玉県さいたま市）が，広島市中区に「広島コールセンター」の

７月２日開設を決定しました。 

今回のコールセンター開設に伴う新規採用スタッフは 50人を予定しており，将来的には

100 人規模に拡大する計画です。 

 

 広島県では，産業団地等への企業立地による従来型の企業誘致に加え，本社機能や研究開発機能の移

転など，人や機能に着目した新たな投資誘致に注力しています。 

また，この新たな投資誘致の取組では，併せて，民間の遊休物件や空きオフィスなどに情報サービス

業やコールセンター業などの誘致を行い，今ある資源の有効活用を図っています。 

 今回のコールセンターは将来的には 100 人規模となる予定であり，新たな投資誘致の取組の中ではこ

れまでにない規模の雇用に繋がるものです。 

広島県は今回のコールセンター開設に対し，平成 28年度に創設した「地域活力創出型 オフィス誘致

促進助成」を活用し，広島市と協調してオフィス賃借料について支援していくこととしております。 

 

１ 会社概要 

企 業 名 株式会社 BizPlatform （５月 18日付けで㈱ジャパンオフィスコンサルティングより社名変更） 

所 在 地 埼玉県さいたま市大宮区宮町４－１４９－３ 第８藤島ビル 

代 表 者 名 代表取締役社長 渡邉洋之 

事 業 内 容 税理士事務所・公認会計士事務所支援，税理士・公認会計士紹介 

資 本 金 ２，０００万円 

国 内 拠 点 本社，５支店（東京，名古屋，大阪，広島，福岡） 

（※広島支店は今回新たに開設） 

 

２ 広島コールセンターの概要 

所 在 地 
広島市中区立町２－２５ IG石田学園ビル５Ｆ 

（電話番号等は確定次第，同社ホームページに掲載予定） 

参 考 事 項 
・同社コールセンターとしては，本社コールセンターに次いで２か所目 

・コールセンターの規模としては同社最大規模となる。 

事 業 内 容 自社コールセンターを活用した税理士・公認会計士紹介 等 

 

３ ㈱Biz Platform問い合せ先 

マーケティング事業部 課長 吉野 浩一  （電話：０４８－６５０－９９０１） 

資 料 提 供 
平成 30 年 5 月 22 日 
課 名 県内投資促進課 
担当者 和田             
内  線   ３３７６                          
直  通  082-513-3376            
 

地域活力創出型 オフィス誘致促進助成予定 

㈱BizPlatform 広島市に大規模コールセンターを開設 



４ 企業立地促進助成制度について 

 

【参考：広島市の企業立地促進補助制度について（建物を賃借する場合）】 

  ※「圏域」…広島広域都市圏を形成する 24市町。 

        〔広島県内〕広島市，呉市，竹原市，三原市，大竹市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江田島市，府中町，海田町，

熊野町，坂町，安芸太田町，北広島町，大崎上島町，世羅町 

        〔山口県内〕岩国市，柳井市，周防大島町，和木町，上関町，田布施町，平生町 

 

 

 

区 分 
助成 

対象 

対象 

地域 
対象者の条件 助成率 限度額 

地域活力創出型 

オフィス誘致

促 進 助 成 

賃料 
・ 

使用料 

県内 

全域 

以下を全て満たすもの 

○情報サービス業，インターネット付随サービス

業，コールセンター業など 

○市町が同種の助成をする場合 

○新規雇用常用労働者数３人以上 

オフィス賃借料× 

市町と同率・同期間 
市町と同額 

通信回線使用料× 

市町と同率・同期間 
市町と同額 

区 分 
助成 

対象 

対象 

地域 
対象者の条件 助成率 

限度額 

・期間 

都 市 型 

サービス産業 
賃料 

市内 

全域 

対象業種 
情報サービス業，インターネット付随サー
ビス業，コールセンター業など 

オフィス賃料年額 

×補助率1/2 

年 1,000万円 

×３年間 

事業要件 
（いずれ
かに該当
すること） 

○※圏域内初立地 
○大規模雇用（新規常用労働者 50人以上） 

常用労働

者数 

○10人以上かつ圏域全体で 10人以上増加 
○中小企業の場合は 5人以上かつ圏域全体 
で 5人以上増加 


